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 shall have Grade A or Grade B on Of‑

fer of services in the Kanto‑Koshinetsu

Area in terms of qualification for partici‑

pating in tenders by Ministry of Health,

Labour and Welfare (Government‑wide

qualification) in the fiscal years 2025,

2026 and 2027.

 shall meet qualification as indicated in

the tendering instructions.

 Time‑limit for tender : 18 : 00, 7 Decem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Marina Ta‑

teishi, Contracting Group, Procurement

Management Department, Japan Pension

Service, 3524, Takaido‑nishi, Sugina‑
mi‑ku, Tokyo 1688505 Japan TEL : 03
53441100

入札公告の訂正

次のとおり訂正します。
令和８年 10 月 16 日
契約責任者
日本郵便株式会社 本社契約責任者

代理人 日景 智
◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 掲載日 令和８年10月２日（号外政府調達第
182号）
２ 訂正内容 23ページ４段目の入札公告第１
号「日本郵便株式会社（東京支社エリア内）
の郵便局で使用する電気（電灯・動力）」につ
いて、１中「ア 電灯 10446604kWh（予
定）イ 動力 3677174kWh（予定）」を、
「ア 電灯 10434459kWh（予定）イ 動
力 3670177kWh（予定）」に、６中「⒜
About 10,446,604kWh ⒝About 3,677,174

kWh」を「⒜About 10,434,459kWh ⒝About
3,670,177kWhに訂正します。
３ 訂正内容 24ページ２段目の入札公告第２号
「日本郵便株式会社（南関東支社エリア内）の
郵便局で使用する電気（電灯・動力）」について、
１中「令和８年11月30日10時00分」を「令和
８年11月30日11時00分」に、「２から５第１号の

２から５に同じ」を「２ 第１号の２に同じ
３ 入札者に求められる義務 参加希望者は
入札説明書に示す資料等を令和８年11月24日12
時00分までに下記４に示す場所に提出するこ
と ４から６ 第１号の４から６に同じ」に、
「６ Summary ,,,, The same

with the notice above (No. 1)」を「６
Summary ,, and The same with

the notice above (No. 1)  Time limit for

tender : 12 : 00 AM 24 November 2026」に、
それぞれ訂正します。

入札公告の取消

令和８年 10 月 16 日
国立大学法人熊本大学
契約責任者 理事 井上 賢一

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 43
令和８年７月16日（号外政府調達第131号）34
ページ１段目掲載の入札公告第８号「計数調剤支
援システム 一式」を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
本工事は、総合評価落札方式（技術提案評価型
Ｓ型）「技術提案簡易評価型」「余裕期間制度（フ
レックス方式）」、「建設業法第26条第３項第一号の
規定の適用を受ける監理技術者又は主任技術者及
び建設業法第26条第３項第二号の規定の適用を受
ける監理技術者（以下、「専任特例の監理技術者
等」）の配置を認めない工事」である。
また、本工事は、賃上げを実施する企業に対し
て総合評価における加点を行う工事である。
令和８年 10 月 16 日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 西澤賢太郎

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ８国道６号勿来ＢＰ関本町関本
中地区改良工事（電子入札対象案件）（電子契
約対象案件）
 工事場所 茨城県北茨城市関本町関本中地
先

 本発注工事は、以下に示す試行等の対象工
事である。詳細は、入札説明書別表１によ
る。
 「工事環境の改善」実施工事
 完成時の工事成績評定の結果により、総
合評価落札方式の加算点等を減ずる試行工
事。
 工事コスト調査結果により、工事成績評
定を減ずる試行工事
 建設リサイクル法対象工事
 総価契約単価合意方式
 出来高部分払方式
 「設計・施工技術連絡会議（三者会議）」
の設置対象工事
 「設計審査会」の設置対象工事
 現場代理人と配置予定の主任（監理）技
術者の兼務を認めない試行工事

 ＩＣＴ活用工事【土工（発注者指定型型）】
【法面工（施工者希望Ⅱ型）】【擁壁工（施
工者希望Ⅱ型）】【作業土工（施工者希望Ⅱ
型）】
 ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事【発注者指定型】
 工事工程表の開示の試行工事
 技術提案簡易評価型
 「生産性向上チャレンジ」試行工事
 熱中症対策に資する現場管理費の補正の
試行工事
 条件明示チェックリスト開示の試行工事
 ＣＣＵＳ義務化モデル工事
 契約変更手続きの透明性を確保するため
の第三者による適正性チェックについて
（試行）
 直轄土木工事における賃金・労働時間等
の実態調査試行工事
 施工の効率化等による猛暑対策に関する
技術提案テーマを設定し、猛暑対策の取組
を評価する試行対象工事

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おける一般土木工事に係る一般競争参加資格
の認定を受けていること（会社更生法（平成
14年法律第154号）に基づき更生手続開始の
申立てがなされている者又は民事再生法（平
成11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手続
開始の決定後、関東地方整備局長（以下「局
長」という。）が別に定める手続に基づく一般
競争参加資格の再認定を受けていること。）。
 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おける一般土木工事に係る一般競争参加資格
の認定の際に客観的事項（共通事項）につい
て算定した点数（経営事項評価点数）が、
1200点以上であること（の再認定を受け
た者にあっては、当該再認定の際に、経営事
項評価点数が1200点以上であること。）。
 会社更生法に基づき、更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者（
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

 工事内容 道路土工 掘削工約90000、
路体盛土工約83000、法面工 植生工約
9000、法面吹付工約5000、遮水シート
工 遮水シート約23000、保護マット約
32000、補強盛土工 ジオテキスタイル壁
面材組立・設置約3000、排水構造物工
側溝工１式、伐根工 除根１式
 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、余裕期間を設定した
工事である。詳細は入札説明書による。
全体工期：契約締結の翌日から令和11年３
月30日まで
 使用する主要な資機材 遮 水 シ ー ト 約
23000、保護マット約32000、ジオテキ
スタイル壁面材約3000
 本工事は、技術提案［ＶＥ提案］を受け付
けるとともに、「工事全般の施工計画」、「賃上
げの実施に関する評価」、「ワーク・ライフ・
バランス関連認定企業の評価」を求め、価格
と価格以外の要素を総合的に評価して落札者
を決定する［総合評価落札方式（技術提案評
価型Ｓ型）］の工事である。また、品質確保の
ための体制その他の施工体制の確保状況を確
認し、施工内容を確実に実現できるかどうか
について審査し、評価を行う施工体制確認型
総合評価落札方式の試行工事である。また、
本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を
受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。
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